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水道事業に係る今後のあり方を考える会（兵庫県） 

 
 

水道事業の今後のあり方を考える会 報告書（抜粋） 

～人口減少社会における水道事業の危機と処方箋～ 
 
 
 「地方消滅の危機 ～消滅可能性自治体 ８９６～」と題した通称「増田レポート」が

発表され、明白になった急激な人口減少社会への警鐘が様々な分野で大きな波紋を呼んで

います。全国的に人口減少は著しく、兵庫県においても３０年後には現在の約８０パーセ

ント、４７０万人弱の人口になるとの推測がなされています。 
水道事業においては、このような将来の人口減少や節水意識による使用料収入の減少、

それに施設の老朽化による更新需要の増大に伴う財源の確保、さらに近年多発している自

然災害への対応として耐震化等が急務です。 
また、団塊の世代の大量退職に伴う技術職員の確保・育成などの人的問題も抱えており、

水道事業を取り巻く経営環境は一層の厳しさを増すことは必至です。 
既にその前触れとして、２０１４年の水道料金は１９９５年に比較して２割以上アップ

しているほか（総務省消費者物価指数）、２０１５年に入って最大３割の値上げに踏み切る

自治体もあるなど、全国各地で大幅な値上げが相次いでいると新聞は報じています。 
 また、水道事業は電気・ガス等、国民全般に公平かつ安定的に提供されるべき、生活に

不可欠なサービスである「ユニバーサルサービス」と位置付けられていますが、独立採算

性を基本原則としているところから、「住民一人当たりの使用料の地域間格差」（最大で  

１０倍の格差：日本水道協会）が生じています。 
これは、水道利用者の数と供給エリアの面積によって生じる格差で、一般的には都市が

安価で、地方が高額となる傾向があります。 
この料金格差は、地方への移住を希望する都市部の住民にとっての大きな障害となり、

地方創生の移住・定住促進の妨げとなることが想定されます。 
 このような状況下、市町自らが不断の経営努力を行なうことはもちろんのこと、人口減

少社会にあっての水道事業の持続可能性を探り、経営健全化と適切な料金制度の有り様に

ついて、兵庫から独自の水道事業の広域化案や新たな財政支援制度の方策を提案するとと

もに、この提案が契機となり、県、市町が一体となって協議・検討する場（懇話会）をも

うけられるようになることを切に願うものです。 
 
 

平成２７年１１月 
 

水道事業に係る今後のあり方を考える会 
                 代表 戸田善規（兵庫県町村会長・多可町長） 
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